
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式交換に関する事前開示書類 
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株式会社フィードフォース 
 

 

 

  



 

 

  

2020年８月６日 

 

株式交換に関する事前備置書類 
 

東京都文京区湯島三丁目 19番 11号 

株式会社フィードフォース 

代表取締役社長 塚田 耕司 

 

当社は、2020 年６月 19 日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるアナグラム株式会社（以

下、「アナグラム」といいます。）との間で、2020 年６月 19 日付で株式交換契約（以下「本株式交換契約」

といいます。）を締結し、2020 年９月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、アナグラム

を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことといたしました。 

本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に規定する事項は下記のとおり

です。 

 

記 

 

１． 株式交換契約の内容 

本株式交換契約の内容は、別紙１記載のとおりです。 

 

２． 会社法第 768条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

（１） 本株式交換に係る割当ての内容 

 
当社 

（株式交換完全親会社） 

アナグラム 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る株式交換比率 １ 1,400 

本株式交換により交付する株式数 当社普通株式：698,600株（予定） 

（注１）本株式交換に係る割当比率（以下、「本株式交換比率」） 

 アナグラムの普通株式１株に対して、当社の普通株式 1,400株を割当て交付いたしま

す。ただし、当社が保有するアナグラムの普通株式（本日現在 501株）については、本株

式交換による株式の割当は行いません。 

なお、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社間

で協議及び合意の上、変更することがあります。 

（注２）本株式交換により発行する当社の新株式数 

 当社普通株式：698,600株（予定） 

（本株式交換にあたり、新たに普通株式を 698,600株発行する予定であります。） 

 

（２） アナグラムの株主に対して当社が交付する株式及びその割当ての相当性に関する事項 

a. 割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、株式交換比率の決定にあたり、その公平性・妥当性を担保するため、当社及びアナグ

ラムから独立した第三者算定機関である株式会社 Stand by C（以下、「Stand by C」といいます。）

に株式交換比率の算定を依頼しました。当社及びアナグラムは、Stand by C から提出を受けた株

式交換比率の算定結果を踏まえ、両社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に

勘案した上で、慎重な検討・協議・交渉を重ねてまいりました。 

その結果、当社及びアナグラムは、上記２．（１）「本株式交換に係る割当ての内容」記載のと

おりとすることが妥当なものであり、それぞれの株主の利益に資するとの判断に至ったため、本

株式交換比率により本株式交換を行うことにつき合意し、両社間で本株式交換契約を締結しまし

た。 

なお、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で

協議及び合意の上、変更することがあります。 

  



 

b. 算定に関する事項 

(ア) 算定機関の名称並びに当社及びアナグラムとの関係 

Stand by Cは、当社及びアナグラムから独立した第三者算定機関であり、当社及びア

ナグラムの関連当事者に該当せず、本株式交換に関して重要な利害関係を有しておりま

せん。 

 

(イ) 算定の概要 

Stand by Cは、当社については上場会社であり市場株価が存在することから、市場株

価平均法（2020 年６月 18日を算定基準日として、算定基準日の終値、2020 年５月 19日

から算定基準日までの直近１ヶ月の終値単純平均値、2020年３月 19日から算定基準日ま

での直近３ヶ月の終値単純平均値及び 2019 年 12 月 19 日から算定基準日までの直近６ヶ

月の終値単純平均値を基に分析しております。）を用いて算定を行いました。 

アナグラムについては、非上場会社であることから市場株価平均法は採用せず、将来

の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法

（以下、「ＤＣＦ法」といいます。）を採用して算定を行いました。 

当社株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定結果は、以下

のとおりです。 

 

採用手法 
株式交換比率の算定レンジ 

当社 アナグラム 

市場株価平均法 ＤＣＦ法 912.93～2,118.34 

 

Stand by Cは、上記株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報及び

一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全

て正確かつ完全なものであること、株式交換比率算定に重大な影響を与える可能性があ

る事実で Stand by Cに対して未開示の事実はないことを前提としており、独自にそれ

らの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、Stand by Cの株式交換比率の

算定は、2020年６月 18日現在までの情報及び経済情勢を反映したものであり、当社及

びアナグラムの事業見通し並びに財務予測については、両社の経営陣により現時点で得

られる最善の予測と判断に基づき合理的に検討・作成されていることを前提としていま

す。 

なお、Stand by CがＤＣＦ法の算定の基礎としたアナグラムの 2021年３月期から

2024年３月期における事業計画については、2020年１月における当社のアナグラム株

式取得以降の事業の進捗を踏まえて新たに策定されたものですが、計画期間において大

幅な増減益を見込んでおりません。 

 

c. 上場廃止となる見込み及びその事由 

当社は本株式交換において株式交換完全親会社となり、また株式交換完全子会社であるア

ナグラムは非上場会社のため、該当事項はございません。 

 

d. 公正性を担保するための措置 

本株式交換の実施にあたり、交換比率算定の公正性を担保するため、当社及びアナグラム

から独立した第三者算定機関である Stand by Cを選定し、2020年６月 18日付で、株式交換

比率に関する算定書を取得しました。当該算定書の概要については、上記２．ｂ．「算定に関

する事項」（イ）「算定の概要」をご参照ください。 

なお、当社及びアナグラムは、第三者機関より、合意された本株式交換比率がそれぞれの

株主の皆様にとって財務的見地より妥当である旨の意見書（いわゆるフェアネス・オピニオ

ン）は取得しておりません。 

また、本株式交換の諸手続き及び意思決定方法等に関して、フォーサイト総合法律事務所

より法的助言を受けております。フォーサイト総合法律事務所は、当社と法律顧問契約を締

結しておりますが、記載すべき重大な利害関係を有しておりません。 

  



e. 利益相反を回避するための措置 

当社は、アナグラムの総議決権の 50.1%を保有し、同社を連結子会社としております。また、

当社の取締役のうち、当社代表取締役社長の塚田耕司及び当社取締役経営管理本部長の西山

真吾がアナグラムの取締役を兼務しており、当社取締役（監査等委員）の岡田吉弘は、アナ

グラムの監査役を兼務しております。 

かかる関係が存在することに鑑み、本株式交換の意思決定過程における恣意性や利益相反

のおそれを排除し、公平性、透明性及び客観性を担保するため、アナグラムでは代表取締役

社長の阿部圭司１名のみが本株式交換に係る検討を行い、アナグラム取締役会で決議しまし

た。 

また、2020年６月 19日開催の当社の取締役会では、塚田耕司、西山真吾及び岡田吉弘を除

く取締役全員で審議及び決議を行い全員一致で可決しました。 

 

（３） 当社の資本金および資本準備金の額に関する事項 

本株式交換により増加すべき当社の資本金及び準備金の額は、以下のとおりです。 

 資本金   金 0円 

 資本準備金 法令の定めに従い増加することが必要とされる最低額 

 利益準備金 金 0円 

かかる取扱いは、法令及び当社の資本政策に鑑み、相当であると考えております。 

 

３． 会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．アナグラムについての次に掲げる事項 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

アナグラムの最終事業年度（2019 年４月１日から 2020 年３月 31 日まで）に係る計算書類等の内

容は、別紙２記載のとおりです。 

 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

（３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影

響を与える事象の内容 

該当事項はありません 

 

５．当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

６．会社法第 799 条第１項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権者に対する、株

式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関する事項 

本株式交換は会社法第 799条第１項の規定の適用を受けないため、該当事項はありません。 

 

 

以 上 



別紙１ 株式交換契約の内容 
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株式交換契約書 

 

株式会社フィードフォース（以下「甲」という。）とアナグラム株式会社（以下「乙」という。）

は、末尾記載の日付（以下「本締結日」という。）をもって、以下のとおり株式交換契約（以下

「本契約」という。）を締結する。 

 

第１条（株式交換） 

甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として株式交換（以下「株

式交換」という。）し、乙の発行済株式の全部を甲に取得させる。 

 

第２条（商号及び住所） 

甲及び乙の商号及び住所は以下のとおりである。 

  甲：株式交換完全親会社 

商 号：株式会社フィードフォース 

住 所：東京都文京区湯島三丁目 19 番 11 号 

  乙：株式交換完全子会社 

商 号：アナグラム株式会社 

住 所：東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目４番４号 

 

第３条（株式交換に際して交付する株式） 

甲は、普通株式 698,600 株を発行し、これを第 5 条の株式交換の効力発生日の前日における

最終の乙の株主名簿に記載された株主に対して、次の割合により割当交付する。ただし、甲が

所有する乙の普通株式に対しては割当交付をしない。 

  乙の普通株式１株に対して、甲の普通株式 1,400 株の割合 

 

第４条（甲の資本金及び準備金の額） 

甲は、株式交換により、甲の資本金及び資本準備金を次のとおり増加する。 

資本金   金 0 円 

資本準備金 金 法令の定めに従い増加することが必要とされる最低額 

 

第５条（効力発生日） 

株式交換の効力発生日は、2020 年９月１日とする。ただし、株式交換の手続きの進行状況

に応じて、甲乙間の協議により、これを変更することができるものとする。 

 

第６条（株主総会決議） 

甲及び乙は、前条の効力発生日までにそれぞれ株主総会を開催し、本契約の承認決議を得る

ものとし、承認決議後速やかに、承認を得た旨を相手方に通知するものとする。 
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第７条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日までの間、善良なる管理者の注意をもって本契約締結

前と実質的に同一かつ通常の方法により、それぞれ業務の執行及び財産の管理を行い、その財

産及び権利義務に重大なる影響を及ぼす行為を行う場合には、予め甲乙協議して合意のうえ実

行するものとする。 

 

第８条（条件の変更及び本契約の解除） 

本締結日から効力発生日に至るまでの間において、甲又は乙の資産又は経営状態に重要な変

動が生じたときは、甲乙協議のうえ、株式交換条件その他本契約の内容を変更し、又は本契約

を解除することができる。 

 

第９条（本契約の効力） 

本契約は、第 6 条に定める甲及び乙の株主総会の承認を得られないとき、法令に定める関係

官庁の承認が得られないとき、又は前条に基づき本契約が解除されたときは、その効力を失

う。 

 

第１０条（合意管轄） 

本契約に関して紛争が発生した場合には、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所

とする。 

 

第１１条（誠実協議） 

甲及び乙は、本契約に定めのない事項、並びに本契約に定める事項及び今後合意される事項

に関する疑義については、誠意を持って協議の上、これを解決する。 
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以上、本契約締結の証として、本書を電磁的に作成し、双方にて署名捺印又はこれに代わる電

磁的処理を施し、双方保管するものとする。 

 

2020 年６月 19 日 

甲：株式交換完全親会社 

東京都文京区湯島三丁目 19 番 11 号 

株式会社フィードフォース 

代表取締役社長 塚田 耕司  

 

乙：株式交換完全子会社 

東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目４番４号 

アナグラム株式会社 

代表取締役社長 阿部 圭司 

 



別紙２ アナグラム株式会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 期 事 業 報 告  
 

 

 

 

 

 

2019 年 4 月１日から  

2020 年 3 月 31 日まで  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アナグラム株式会社 

 

  



   

 

 

 

 

１．会社の現況 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

当社では、「マーケティングを通してより豊かな未来を創造する」を企業理念に掲げ、運

用型広告の運用、コンサルティングサービスを提供してきました。当社がこれまでに請け

負い、蓄積した膨大なデータとそのノウハウをもとに、ターゲットユーザーに対して適切

な情報を適切なタイミングで適切なデバイスに提供することで多くの企業の成長に寄与し、

その結果、継続率の高いサービスを提供し続けることが出来ています。また、営業面にお

いて当社はオウンドメディアからの問い合わせのみで成り立っている為、価格優位性があ

ります。  

 

各媒体とも良好なリレーションを構築しており、その関係を活かし連携させることで、

より優れたパフォーマンスを提供することが可能となっています。今期は人員数及び組織

的な管理体制の両面で強化を行い、既存取引先へのサービスの強化に注力してまいりまし

た。  

 この結果、当事業年度の業績は、売上高 1,142,568 千円（前期比 42.6％増）、営業利益

527,071 千円（前期は営業利益 285,411 千円）、経常利益 528,707 千円（前期は経常利益

309,300 千円）、当期純利益 334,930 千円（前期は当期純利益 212,056 千円）となりまし

た。  

 

② 設備投資の状況 

当事業年度における設備投資の総額は、3,118 千円で主にパーソナルコンピューター等

オフィス内の器具備品の購入によるものであります。  

また、当事業年度中に 3,866 千円で社用車を売却しております。  

 

③ 資金調達の状況 

当事業年度中に、既存金融機関からの借入金の借り換えとして株式会社フィードフォー

スより、短期借入金 700,000 千円の資金調達を行いました。  

  



   

 

 

 

 

 

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区 分  第 7 期 

(2017 年 3 月期) 

 

第 8 期 

(2018 年 3 月期) 

 

第 9 期 

(2019 年 3 月期) 

 

第 10 期 

(2020 年 3 月期) 

（当事業年度）  

売上高   （千円）  367,309 591,202 801,120 1,142,568 

当期純利益又は  

当期純損失（△）   

（千円）  

72,406 152,464 212,056 334,930 

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△）  

（円）  

72,406 152,464 212,056 334,930 

総資産   （千円）  750,648 1,173,632 1,942,110 2,528,393 

純資産   （千円）  264,126 416,591 628,646 963,576 

1 株当たり純資産  

（円）  
264,126 416,591 628,646 963,576 

 

 

(3) 対処すべき課題 

当社の対処すべき主な課題は以下のとおりです。  

 

① 新規ビジネスの創出と顧客基盤の拡大 

当社は、創業以来、運用型広告領域において様々なアプローチを試み、既存顧客の満

足度を高めてまいりました。今後も競争優位性を確保し長期的に成長し続ける組織である

ためには、既存サービスの質の改善に加え、それらを取り巻く環境での新たなビジネスや

サービスを創出することが極めて重要であると考えております。将来的には運用型広告以

外でのサービス展開を図ることで、未来の収益の柱を育てるべく尽力してまいります。  

 

② 人材の確保と育成 

当社が今後更なる事業を拡大していくためには、優秀な人材の確保と育成が必要不可

欠であると考えております。特に、優秀なマーケター、デザイナーの採用は、他社との獲

得競争が激しさを増す昨今の状況を鑑みると、継続的な課題と認識しております。これら



   

 

 

 

 

の課題に対処するために、当社は、知名度の向上、研修制度の強化、福利厚生の充実を図

り、優秀な人材が長期に渡ってやりがいを感じて働くことができる職場環境の整備を進め

るとともに、採用活動の柔軟化により適時な人材の確保と育成に努めてまいります。  

 

③ 認知度の向上 

当社は、これまでオウンドメディアに注力し、近年は各種 SNS を通じて新しいマーケッ

トの創出を図ってまいりました。その結果、現在、幅広い業種、企業に当社サービスを導

入頂き、継続的な取引による確固たる顧客基盤の構築を実現することが出来ていると考え

ております。しかしながら、既存事業の更なる拡大を図るためには、当社及び当社サービ

スの認知度を向上させ、新規案件を獲得していくことが重要な課題であると認識しており

ます。今後はさまざまなチャネルでの販売促進活動に積極的に取り組み、認知度の向上を

図ってまいります。  

 

④ 内部管理体制の強化 

当社が今後更なる業容拡大、継続的成長するためには、リスク管理体制の強化と、確

固たる内部管理体制構築を通じた業務の標準化及び効率化の徹底が重要であると考えてお

ります。当社としましては、更なる内部管理体制の強化によって、より一層のコーポレー

ト・ガバナンス機能の充実を図り、経営の公正性・透明性の確保及び企業価値の最大化に

努めてまいります。  

 

(4) 主要な事業内容 

① リスティング広告運用事業 

（ア）インターネット広告の運用並びに報告レポートの作成及び報告  

（イ）広告運用業務の技術的なサポート  

（ウ）インターネット広告運用の施策提案  

（エ）インターネット広告運用のマーケティング施策の企画及び実施  

（オ）インターネット広告運用に係る営業活動  

 

② マーケティング支援事業 

（ア）マーケティングの戦略立案及び支援  

（イ）マーケティングの広告運用の施策提案  

（ウ）マーケティングの広告運用のマーケティング施策の企画及び実施  

（エ）マーケティングの広告運用に係る営業活動  

 



   

 

 

 

 

(5) 主要な営業所（2020 年 3 月 31 日現在） 

本社  東京都渋谷区  

 

(6) 使用人の状況（2020 年 3 月 31 日現在） 

使用人数  前事業年度比増減  平均年齢  平均勤続年数  

41（13）名  2 名増（9 名増）  28.9 歳 1.8 年 

（注）使用人数は就業人員であり、臨時従業員（アルバイト、契約社員、人材会社からの

派遣を含む）は、（）内に外数で記載しております。  

 

(7) 主要な借入先の状況（2020 年 3 月 31 日現在） 

借入先  借入残高  

株式会社フィードフォース  700,000 千円  

 

 

２．株式の状況 

(1) 発行可能株式総数    5,000 株 

 

(2) 発行済株式の総数   1,000 株 

 

(3) 株主数     3 名  

 

(4) 大株主 

株主名  持株数  持株比率  

株式会社フィードフォース  501 株 50.1% 

阿部 圭司  449 株 44.9% 

岡田 吉弘  50 株 5.0% 

 

 

３．新株予約権の状況 

該当事項はありません。  



   

 

 

 

 

４．会社役員の状況 

(1) 取締役の状況（2020 年 3 月 31 日現在） 

会社における地位  氏名  担当及び重要な兼職の状況  

代表取締役社長  阿部 圭司   

取締役  塚田 耕司  ㈱フィードフォース  代表取締役  

取締役  西山 真吾  ㈱フィードフォース  取締役  

監査役  岡田 吉弘  LIFT 合同会社  代表社員 

㈱フィードフォース  取締役 (監査等委

員) 

 

(2) 責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第 427 条 1 項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役であるものを

除く）との間において、同法 423 条第１項の損害賠償について、あらかじめ定める金額

又は法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約を締結することが

できる旨を定款に定めておりますが、当社は責任限定契約を締結しておりません。  

 

(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等 

区 分  員 数  報酬等の額  

取締役  

（うち社外取締役）  

  3 名  

  （２名）  

  75,000 千円  

  （－）  

監査役  

（うち社外監査役）  

  １名  

  （０名）  

  9,600 千円  

  （－）  

合計  

（うち社外役員）  

  ２名  

  （０名）  

  84,600 千円  

  （－）  

（注）１．取締役の報酬限度額は、2018 年 5 月 28 日開催の定時株主総会において、  

年額 100,000 千円以内と決議いただいております。  

２．合計欄は実際の支給人数を記載しております。  

 

(4) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

・社外取締役 塚田耕司氏及び西山真吾氏は、㈱フィードフォース取締役を兼職してお

り、当該兼職先は当社の親会社となります。  

 

② 当該事業年度における主な活動状況 



   

 

 

 

 

 出席状況及び発言状況  

社外取締役  

塚田 耕司  

当事業年度に開催された取締役会２回の

うち 2 回出席いたしました。主に企業経

営者としての経験と知見に基づき、取締

役会の意思決定の妥当性及び適正性を確

保するため、適宜発言を行っておりま

す。  

社外取締役  

西山 真吾  

当事業年度に開催された取締役会 2 回の

うち 2 回出席いたしました。経営に関す

る専門的な知見に基づき、取締役会の意

思決定の妥当性及び適正性を確保するた

め、適宜発言を行っております。  
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